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　介護保険法の改正に伴い、介護保険の地
域密着型サービス事業所の施設など、必要
な基準を条例で定めるものです。

瑞穂町指定地域密着型サービ
スの事業の人員、設備及び運
営に関する基準を定める条例

　介護保険法の改正に伴い、介護保険の地
域密着型介護予防サービス事業所の施設な
ど効果的な支援の方法に関する必要な基準
を条例で定めるものです。

瑞穂町指定地域密着型介護予
防サービスの事業の人員、設
備及び運営並びに指定地域密
着型介護予防サービスに係る
介護予防のための効果的な支
援の方法に関する基準を定め
る条例

　道路法の改正に伴い、町道を新設し、ま
たは改築する場合における道路構造の一般
的技術的基準を条例で定めるものです。

瑞穂町町道における道路構造
の技術的基準に関する条例

　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律の改正に伴い、町道におけ
る移動等円滑化に関する基準を条例で定め
るものです。

瑞穂町町道における移動等円
滑化の基準に関する条例

　道路法の改正に伴い、町道に設置する案
内標識および警戒標識ならびにこれらに併
せて設置される補助標識の寸法に係る基準
を条例で定めるものです。

瑞穂町町道における道路標識
の寸法に関する条例

地域主権一括法に伴い新規条例の制定
および条例の一部改正を可決しました
地域主権一括法に伴い新規条例の制定
および条例の一部改正を可決しました

　平成２２年６月に「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律」いわゆる地域主権一括法が公布され、２３年８月に第２次分が追加されま
した。この法律制定を受け、多くの法律で改正が行われました。改正の内容は、これまで国が法
令により規定していた各種資格基準、施設・公物設置管理基準などについて、各地方公共団体が
自ら決定し実施することとするため、条例により規定するものです。各種法律の施行期限が、経
過措置も含め２５年３月までであることから、今議会に上程されました。

新規条例

　都市公園法の改正に伴い、定義や公園の
配置および規模の基準などを追加するとと
もに文言の整理を行うものです。

瑞穂町都市公園条例

　
　公営住宅法の改正に伴い、条例の一部を
改正し、排水施設の構造の技術上の基準を
新たに追加するほか、文言の整理を行うも
のです。

瑞穂町町営住宅条例

　下水道法の改正に伴い、条例の一部を改
正し、新たに整備基準を追加し、使用者の
資格に施行令で示された内容を条例で明格
化するとともに文言の整理を行うものです。

瑞穂町下水道条例

条例の一部改正
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現時点で国は、どういった範囲までこ
の条例で、対応するのか。
国民の生命および健康に重大な影響を
与えるおそれがある新型インフルエン
ザ、過去に世界的規模で流行した再興
型インフルエンザ、新しい感染症の三
つに対応する。
この対策本部の体制は。
町長以下、職員と消防関係者を含めた
１２名、また、会議で意見を求める事
ができる者として、医師関係者などを
想定している。

宗教法人や公益法人が新設墓地を経営
する場合、町内に事務所を設置してか
ら７年の経過を条件とするが、その理
由は。
先に条例を制定している近隣市（青梅
市）の条例などを参考とした。また、
法人の7年間の活動実績も経営条件と
想定した。
瑞穂町で経営条件をみた場合、現時点
で申請できるのは具体的に何件か。
宗教法人が４件、公営が１件である。


